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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第80期

第３四半期連結
累計期間

第81期
第３四半期連結
累計期間

第80期
第３四半期連結
会計期間

第81期
第３四半期連結
会計期間

第80期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成22年
      ３月31日

売上高 (千円) 2,202,5052,322,022825,465 767,0823,013,865

経常損失 (千円) 488,893 71,176 61,362 22,846 566,008

四半期(当期)純損失 (千円) 1,015,182103,239 76,588 22,4731,200,421

純資産額 (千円) ― ― 4,024,6603,696,7893,878,038

総資産額 (千円) ― ― 6,366,3115,535,7155,901,043

１株当たり純資産額 (円) ― ― 394.35 361.00 379.61

１株当たり四半期
(当期)純損失金額

(円) 99.71 10.14 7.52 2.21 117.90

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 63.1 66.4 65.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △688,809 425,916 ― ― △656,756

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 172,554△136,562 ― ― 240,527

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,234,933△156,840 ― ― △1,445,841

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 663,872 646,050 562,212

従業員数 (名) ― ― 193 194 192

(注)  １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半

期(当期)純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 194

(注)　従業員数は、就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 73

(注)　従業員数は、当社から他社への出向者を除く就業人員であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
　

(1) 生産実績
　

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

日本 463,610 ─

マレーシア 350,500 ─

中国 178,919 ─

合計 993,029 ─

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、販売価格によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績
　

当社グループは、需要予測に基づく見込生産を行っているため、該当事項はありません。

　

(3) 販売実績
　

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

日本 505,538 ─

マレーシア 366,634 ─

中国 176,546 ─

北米 108,399 ─

合計 1,157,117 ─

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しておりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

２ 【事業等のリスク】

　

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

EDINET提出書類

日本ミクロコーティング株式会社(E01218)

四半期報告書

 4/34



　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
(1) 経営成績の分析

　
当第３四半期連結会計期間における事業環境は、新興国の経済成長や政府の経済対策等により緩やか
な景気回復基調でありましたが、引き続く円高傾向や厳しい雇用情勢により、先行き不透明な状況が続い
ております。
　

このような経済状況のもと、当社グループと関連が深い電子部品業界は総じて堅調でありましたが、当
社グループ主力製品のエンドユーザであるハードディスク業界、光ファイバー業界においては秋以降の
生産量減少の影響を受け、売上高は前年同期比増加したものの、低調となりました。
　

その一方で、これまで拡販の取り組みを続けてきた一般研磨市場では、前年同期比大幅増加となりまし
た。
　

以上の結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は７億67百万円（前年同期比7.1%減）となり
ました。
　
損益面においては、当社主力製品の売上低調の影響を受け、営業損失６百万円（前年同期は64百万円の
営業損失）、経常損失22百万円（前年同期は61百万円の経常損失）、四半期純損失22百万円（前年同期は
76百万円の四半期純損失）となりました。

　
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

(日本) 

 日本の売上高は、５億５百万円となりました。日本国内向けの売上は横ばいでしたが、海外向けの
ポリッシングフィルム売上が減少いたしました。その結果、セグメント損失は53百万円となりまし
た。

　

(マレーシア)

マレーシアの売上高は、３億66百万円となりました。主力のハードディスク関連市場、光ファイ
バー関連市場ともに売上が横ばいでありました。その結果、セグメント利益は22百万円となりまし
た。

　

(中国) 

中国の売上高は、１億76百万円となりました。主力の光ファイバー関連市場において顧客での生産
調整の影響を受け、売上が減少いたしました。その結果、セグメント利益は14百万円となりました。

　

(北米) 

北米の売上高は、１億８百万円となりました。主力の光ファイバー関連市場において顧客での生産
調整の影響を大きく受けました。その結果、セグメント損失は４百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

　

当第３四半期連結会計期間末の総資産は55億35百万円で、前連結会計年度末に比べ３億65百万円減少
いたしました。主な内容は、受取手形及び売掛金１億43百万円の減少、商品及び製品57百万円の減少、仕掛
品56百万円の減少等によるものであります。
　

負債の部は18億38百万円で、前連結会計年度末に比べ１億84百万円減少いたしました。主な内容は、借
入金１億58百万円の減少等によるものであります。
　

純資産の部は36億96百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億81百万円減少いたしました。主な内容
は、四半期純損失１億３百万円を計上したこと等によるものであります。
　

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の65.5％から66.4％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

　

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の期末残高は、第２四半期連結会計期間末

より15百万円増加し、６億46百万円となりました。
　

　当第３四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。
　

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、１億10百万円の収入（前

年同四半期は２億１百万円の支出）となりました。主な要因は、税金等調整前四半期純損失19百万円を計

上したものの、減価償却費71百万円の計上及び仕入債務60百万円の増加等によるものであります。
　

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、２百万円の支出（前年同

四半期は12百万円の収入）となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出等によるものであ

ります。
　

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、88百万円の支出（前年同

四半期は64百万円の支出）となりました。主な要因は、長期借入金の返済による支出等によるものであり

ます。
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生
じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は９百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　

前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに重要

な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 42,780,000

計 42,780,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年2月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,696,32010,696,320
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株
であります。

計 10,696,32010,696,320― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

　
①  平成21年７月６日の取締役会決議に基づいて発行した新株予約権は、次のとおりであります。
　

株主総会の普通決議日(平成21年６月26日)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数 (個) 1,195　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 119,500

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 245　(注)２

新株予約権の行使期間
自　平成23年９月１日

至　平成27年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格　　 　245

資本組入額　　 123

新株予約権の行使の条件 (1) 新株予約権の割当てを受けた者が当社および当社子会社の取

締役たる地位を喪失した場合、権利を行使することはできな

い。ただし、任期満了に伴う退任その他これに準ずる正当な理

由がある場合はこの限りではない。 

(2) 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合、相続は認めな

い。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２  新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

    また、新株予約権発行以降、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、それぞれ

効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。

　 　 　 　   既発
行
  株式
数

  ＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
  払込金額

調整後
 払込金
額

＝
調整前
  払込金
額

×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

    なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替えるものとする。
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②  平成21年７月６日の取締役会決議に基づいて発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　

株主総会の特別決議日(平成21年６月26日)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数 (個) 1,822　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 182,200

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 245　(注)２

新株予約権の行使期間
自　平成23年９月１日

至　平成27年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格　　 　245

資本組入額　　 123

新株予約権の行使の条件 (1) 新株予約権の割当てを受けた者が当社および当社子会社の従

業員たる地位を喪失した場合、権利を行使することはできな

い。ただし、任期満了に伴う退任、定年退職その他正当な理由が

ある場合はこの限りではない。 

(2) 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合、相続は認めな

い。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２  新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

    また、新株予約権発行以降、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、それぞれ

効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。

　 　 　 　   既発
行
  株式
数

  ＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
  払込金額

調整後
  払込金
額

＝
調整前
  払込金
額

×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

    なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替えるものとする。
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③  平成22年７月20日の取締役会決議に基づいて発行した新株予約権は、次のとおりであります。
　

株主総会の普通決議日(平成22年６月25日)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数 (個) 705　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 70,500

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 146　(注)２

新株予約権の行使期間
自　平成24年９月１日

至　平成28年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格      146

資本組入額     73

新株予約権の行使の条件 (1) 新株予約権の割当てを受けた者が当社および当社子会社の取

締役たる地位を喪失した場合、権利を行使することはできな

い。ただし、任期満了に伴う退任その他これに準ずる正当な理

由がある場合はこの限りではない。 

(2) 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合、相続は認めな

い。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２  新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

    また、新株予約権発行以降、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、それぞれ

の効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。

　 　 　 　   既発
行
  株式
数

  ＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
  払込金額

調整後
  払込金
額

＝
調整前
  払込金
額

×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

    なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替えるものとする。
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④  平成22年７月20日の取締役会決議に基づいて発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　

株主総会の特別決議日(平成22年６月25日)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数 (個) 740　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 74,000

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 146　(注)２

新株予約権の行使期間
自　平成24年９月１日

至　平成28年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格       146

資本組入額      73

新株予約権の行使の条件 (1) 新株予約権の割当てを受けた者が当社および当社子会社の従

業員たる地位を喪失した場合、権利を行使することはできな

い。 ただし、定年退職または当社の役員に就任した場合、その

他正当な理由がある場合はこの限りではない。

(2) 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合、相続は認めな

い。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２  新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

    また、新株予約権発行以降、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、それぞれ

効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。

　 　 　 　   既発
行
  株式
数

  ＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
  払込金額

調整後
  払込金
額

＝
調整前
  払込金
額

×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

    なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替えるものとする。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

　該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

　

　該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月31日 ─ 10,696,320 ─ 1,998,700 ─ 499,675

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)　

普通株式   515,000
― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式10,113,600 101,136 ─

単元未満株式 普通株式    67,720― ─

発行済株式総数      10,696,320― ―

総株主の議決権 ― 101,136 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式28株が含まれております。
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② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本ミクロコーティング
株式会社

東京都昭島市武蔵野
三丁目４番１号

515,000 ─ 515,000 4.81

計 ― 515,000 ─ 515,000 4.81

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 187 175 152 150 156 159 171 162 147

最低(円) 149 122 126 125 103 104 121 120 118

(注)  最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成22

年10月12日以降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

　
前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、アーク監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 795,676 712,482

受取手形及び売掛金 746,826 890,284

商品及び製品 200,120 257,696

仕掛品 367,035 423,135

原材料及び貯蔵品 120,195 113,838

繰延税金資産 8,110 11,623

その他 61,755 124,006

貸倒引当金 △3,145 △16,697

流動資産合計 2,296,575 2,516,370

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,455,814 5,523,116

機械装置及び運搬具 1,421,200 1,528,681

土地 1,053,575 1,054,163

その他 422,453 316,523

減価償却累計額 ※
 △5,231,534

※
 △5,226,019

有形固定資産合計 3,121,510 3,196,465

無形固定資産

その他 33,275 84,224

無形固定資産合計 33,275 84,224

投資その他の資産

投資有価証券 37,836 42,084

繰延税金資産 230 203

その他 52,932 68,340

貸倒引当金 △6,644 △6,644

投資その他の資産合計 84,354 103,983

固定資産合計 3,239,139 3,384,673

資産合計 5,535,715 5,901,043
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 209,759 192,127

短期借入金 858,000 858,000

1年内返済予定の長期借入金 269,232 320,092

未払法人税等 6,687 26,578

賞与引当金 － 3,203

その他 104,729 122,079

流動負債合計 1,448,408 1,522,080

固定負債

長期借入金 250,449 357,819

退職給付引当金 108,779 100,373

繰延税金負債 16,781 21,138

その他 14,507 21,593

固定負債合計 390,517 500,924

負債合計 1,838,925 2,023,005

純資産の部

株主資本

資本金 1,998,700 1,998,700

資本剰余金 2,953,700 2,953,700

利益剰余金 △730,690 △627,451

自己株式 △481,314 △481,309

株主資本合計 3,740,394 3,843,639

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13,842 16,361

為替換算調整勘定 △78,762 4,936

評価・換算差額等合計 △64,920 21,298

新株予約権 21,314 13,100

純資産合計 3,696,789 3,878,038

負債純資産合計 5,535,715 5,901,043
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 2,202,505 2,322,022

売上原価 1,405,374 1,383,320

売上総利益 797,131 938,702

販売費及び一般管理費 ※１
 1,261,700

※１
 916,510

営業利益又は営業損失（△） △464,569 22,191

営業外収益

受取利息 1,546 348

受取配当金 1,650 648

受取賃貸料 13,327 13,614

助成金収入 5,967 －

その他 5,144 4,326

営業外収益合計 27,636 18,936

営業外費用

支払利息 31,160 28,707

為替差損 14,250 77,442

その他 6,549 6,154

営業外費用合計 51,960 112,304

経常損失（△） △488,893 △71,176

特別利益

固定資産売却益 907 685

投資有価証券売却益 10,567 －

貸倒引当金戻入額 6,132 2,263

新株予約権戻入益 － 3,049

その他 1,995 －

特別利益合計 19,602 5,998

特別損失

固定資産除却損 43 849

減損損失 ※２
 441,133

※２
 8,791

会員権売却損 － 5,584

会員権評価損 － 7,750

特別退職金 59,000 －

事業整理損 1,996 －

その他 2,371 942

特別損失合計 504,545 23,919

税金等調整前四半期純損失（△） △973,836 △89,097

法人税、住民税及び事業税 25,322 13,127

法人税等調整額 16,023 1,014

法人税等合計 41,346 14,142

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △103,239

四半期純損失（△） △1,015,182 △103,239
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 825,465 767,082

売上原価 560,837 480,366

売上総利益 264,627 286,715

販売費及び一般管理費 ※１
 328,946

※１
 293,236

営業損失（△） △64,319 △6,520

営業外収益

受取利息 175 82

受取配当金 252 324

受取賃貸料 4,451 5,275

その他 1,287 1,147

営業外収益合計 6,165 6,828

営業外費用

支払利息 9,619 9,642

為替差損 △8,269 11,071

その他 1,859 2,440

営業外費用合計 3,208 23,154

経常損失（△） △61,362 △22,846

特別利益

固定資産売却益 907 685

投資有価証券売却益 10,567 －

貸倒引当金戻入額 △12,960 2,263

新株予約権戻入益 1,995 －

特別利益合計 509 2,949

特別損失

固定資産除却損 43 －

減損損失 ※２
 5,962

※２
 △229

その他 2,371 －

特別損失合計 8,378 △229

税金等調整前四半期純損失（△） △69,231 △19,666

法人税、住民税及び事業税 4,811 △1,892

法人税等調整額 2,545 4,698

法人税等合計 7,356 2,806

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △22,473

四半期純損失（△） △76,588 △22,473
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △973,836 △89,097

減価償却費 243,091 220,428

減損損失 441,133 8,791

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,914 △3,022

退職給付引当金の増減額（△は減少） △61,403 8,405

受取利息及び受取配当金 △3,196 △996

支払利息 31,160 28,707

投資有価証券売却損益（△は益） △10,567 －

売上債権の増減額（△は増加） △309,580 106,358

たな卸資産の増減額（△は増加） 21,594 79,507

仕入債務の増減額（△は減少） 113,994 25,302

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,579 △12,384

固定資産除却損 43 849

その他 88,241 99,608

小計 △434,817 472,459

利息及び配当金の受取額 3,812 1,342

利息の支払額 △35,405 △28,647

法人税等の支払額 △29,334 △31,013

法人税等の還付額 － 11,775

特別退職金の支払額 △193,064 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △688,809 425,916

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 213,916 1,200

定期預金の預入による支出 △600 △600

投資有価証券の売却による収入 21,312 －

有形固定資産の取得による支出 △61,431 △143,102

その他 △642 5,939

投資活動によるキャッシュ・フロー 172,554 △136,562

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,050,000 －

長期借入れによる収入 150,000 97,746

長期借入金の返済による支出 △333,657 △252,646

リース債務の返済による支出 △1,141 △1,898

自己株式の取得による支出 △9 △5

配当金の支払額 △125 △36

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,234,933 △156,840

現金及び現金同等物に係る換算差額 △22,770 △48,674

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,773,958 83,837

現金及び現金同等物の期首残高 2,437,831 562,212

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 663,872

※
 646,050
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【継続企業の前提に関する事項】

　

該当事項はありません。　

　
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

 会計処理基準に関する事項の変更
 

 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用
 

第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を

適用しております。

これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響

はありません。

　
【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

１．前第３四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めていた「新株予約権戻入益」は、特別利益

総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第

３四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「新株予約権戻入益」は1,995千円であります。

２．「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第３四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純損失(△)」の科目を表示しております。

　
当第３四半期連結会計期間

(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純損失(△)」の科目を表示しております。

　
【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法 
 

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法 
 

当第３四半期連結会計期間末の棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法
 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

該当事項はありません。　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※　減価償却累計額には減損損失累計額が含まれており

ます。

※　減価償却累計額には減損損失累計額が含まれており

ます。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
  至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運搬費 40,899千円

給与・賞与 332,474千円

賞与引当金繰入額 10,457千円

退職給付費用 20,291千円

減価償却費 72,202千円

研究開発費 356,047千円

　 　

※２　減損損失
 
　当社グループは、以下の資産グループについて減損
損失を計上しております。

用途 種類 場所

遊休資産
建物及び
構築物等

東京都昭島市
米国カリフォルニア州

　当社グループは、管理会計上の区分に基づいて事
業用資産をグルーピングしております。ただし、遊
休資産については、当該資産単位にてグルーピング
を行っております。
　また、遊休資産については、将来における具体的な
使用計画がなく、将来の利用見込みが極めて不透明
であるため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、減損損失（441,133千円)として特別損失
に計上いたしました。
　その内訳は、建物及び構築物409,762千円、機械装
置及び運搬具26,016千円、その他5,355千円であり
ます。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し
ております。正味売却価額は、他への転用や売却が
困難なことから、零円としております。

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運搬費 48,881千円

給与・賞与 295,480千円

退職給付費用 15,645千円

減価償却費 76,640千円

研究開発費 60,244千円

　 　

　 　

※２　減損損失
 
　当社グループは、以下の資産グループについて減損
損失を計上しております。

地域 用途 種類 金額(千円)

北米
遊休
資産

建物及び構築物 8,791

　当社グループは、管理会計上の区分に基づいて事
業用資産をグルーピングしております。ただし、遊
休資産については、当該資産単位にてグルーピング
を行っております。
　また、遊休資産については、将来における具体的な
使用計画がなく、将来の利用見込みが極めて不透明
であるため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額ま
で減額しております。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し
ております。正味売却価額は、他への転用や売却が
困難なことから、零としております。

 

　

EDINET提出書類

日本ミクロコーティング株式会社(E01218)

四半期報告書

22/34



　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
  至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
  至  平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運搬費 14,286千円

給与・賞与 74,740千円

賞与引当金繰入額 10,457千円

退職給付費用 6,898千円

減価償却費 11,299千円

研究開発費 80,596千円

 
※２　減損損失
 
　当社グループは、以下の資産グループについて減損
損失を計上しております。

用途 種類 場所

遊休資産
建物及び
構築物等

米国カリフォルニア州

　当社グループは、管理会計上の区分に基づいて事
業用資産をグルーピングしております。ただし、遊
休資産については、当該資産単位にてグルーピング
を行っております。
　また、遊休資産については、将来における具体的な
使用計画がなく、将来の利用見込みが極めて不透明
であるため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、減損損失（5,962千円)として特別損失に
計上いたしました。
　その内訳は、建物及び構築物5,294千円、機械装置
及び運搬具668千円であります。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し
ております。正味売却価額は、他への転用や売却が
困難なことから、零円としております。

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運搬費 17,082千円

給与・賞与 112,755千円

退職給付費用 4,825千円

減価償却費 24,180千円

研究開発費 9,844千円

　 　

 
※２　減損損失
 
　減損損失のマイナス(△)は、為替変動によるもので
す。

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
　至  平成22年12月31日)

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成21年12月31日現在)

現金及び預金 813,284千円

預入期間が３ケ月を超える

定期預金
△149,412千円

現金及び現金同等物 663,872千円

 

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成22年12月31日現在)

現金及び預金 795,676千円

預入期間が３ケ月を超える

定期預金
△149,626千円

現金及び現金同等物 646,050千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 

至  平成22年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,696,320

　

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 515,028

　

　

３　新株予約権の四半期連結会計期間末残高等

ストック・オプションとしての新株予約権

会社名
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数
(株)

当第３四半期連結会計期間末残高
(千円)

提出会社 ― ― 21,314

合計 ― 21,314

(注)  当第３四半期連結会計期間末残高は、権利行使期間の初日が到来していないストック・オプションであります。

　

　

４　配当に関する事項

　
該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

 当社及び連結子会社の事業は、すべて同一セグメントに属する研磨関連事業を行っており、当事業以外

のものがないため事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
日本
(千円)

北米
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

296,69288,918439,853825,465 ― 825,465

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

189,731 5,301 129,653324,686(324,686) ―

計 486,42394,220569,5071,150,151(324,686)825,465

営業利益(又は営業損失△) 18,740△ 6,120 63,181 75,800(140,119)△ 64,319

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。　

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)　北　米　・・・・・・　アメリカ

(2)　アジア　・・・・・・　マレーシア・中国・その他アジア諸国

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
日本
(千円)

北米　
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

849,853307,0521,045,5992,202,505 ― 2,202,505

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

627,42320,741457,6651,105,830(1,105,830)―

計 1,477,277327,7941,503,2643,308,335(1,105,830)2,202,505

営業利益(又は営業損失△) △ 172,368△ 22,793151,696△ 43,465(421,103)△ 464,569

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。　

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)　北　米　・・・・・・　アメリカ

(2)　アジア　・・・・・・　マレーシア・中国・その他アジア諸国

　

EDINET提出書類

日本ミクロコーティング株式会社(E01218)

四半期報告書

25/34



　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 77,694 544,787 5,785 628,267

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― 825,465

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

9.4 66.0 0.7 76.1

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)　北　米　　　　・・・・・・　アメリカ

(2)　アジア　　　　・・・・・・　マレーシア・中国・その他アジア諸国

(3)　その他の地域　・・・・・・　ヨーロッパ他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 228,5761,147,29316,3491,392,219

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― 2,202,505

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

10.4 52.1 0.7 63.2

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)　北　米　　　　・・・・・・　アメリカ

(2)　アジア　　　　・・・・・・　マレーシア・中国・その他アジア諸国

(3)　その他の地域　・・・・・・　ヨーロッパ他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　
１　報告セグメントの概要
　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社は、研磨関連事業を展開しており、国内においては当社が、海外においてはマレーシア、中国及び

北米の現地法人が担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取扱製品について

は各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日

本」、「マレーシア」、「中国」及び「北米」の４つを報告セグメントとしております。各報告セグメ

ントでは、ポリッシングフィルム、ポリッシングリキッド及びハードコートフィルム等の製品を生産・

販売しております。

　
２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

(単位:千円)

　
報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額日本 マレーシア 中国 北米 合計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

771,758957,913252,633339,7172,322,022 ─ 2,322,022

セグメント間の内部
売上高又は振替高

795,113150,545364,01015,9701,325,640△1,325,640 ─

計 1,566,8711,108,458616,643355,6883,647,662△1,325,6402,322,022

セグメント利益又は
損失(△)

△61,18755,11133,521△2,641 24,805△2,613 22,191

(注)　１　セグメント利益又は損失(△)の調整額は、たな卸資産の調整額であります。

　　　２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　(単位:千円)

　
報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額日本 マレーシア 中国 北米 合計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

263,502319,71876,813107,048767,082 ─ 767,082

セグメント間の内部
売上高又は振替高

242,03546,91599,732 1,350390,035△390,035 ─

計 505,538366,634176,546108,3991,157,117△390,035767,082

セグメント利益又は
損失(△)

△53,15922,90014,126△4,726△20,85814,338△6,520

(注)　１　セグメント利益又は損失(△)の調整額は、たな卸資産の調整額であります。

　　　２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)

　

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(有価証券関係)

　

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　

　ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費の株式報酬費用 3,779千円
　

　

(企業結合等関係)

　

　該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

　

　資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められません。

　

(賃貸等不動産関係)

　

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 361.00円
　

　 　

　 379.61円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,696,789 3,878,038

普通株式に係る純資産額(千円) 3,675,474 3,864,937

差額の主な内訳(千円) 　 　

  新株予約権 21,314 13,100

普通株式の発行済株式数(株) 10,696,320 10,696,320

普通株式の自己株式数(株) 515,028 514,988

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株) 10,181,292 10,181,332

　
２．１株当たり四半期純損失金額等

第３四半期連結累計期間
　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 99.71円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため、記載しておりません。
 

１株当たり四半期純損失金額 10.14円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため、記載しておりません。
 

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 1,015,182 103,239

普通株式に係る四半期純損失(千円) 1,015,182 103,239

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 10,181,350 10,181,301
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第３四半期連結会計期間

　
　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 7.52円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため、記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失金額 2.21円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため、記載しておりません。

 

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 76,588 22,473

普通株式に係る四半期純損失(千円) 76,588 22,473

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 10,181,332 10,181,292

　
(重要な後発事象)

　

　　該当事項はありません。　
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２ 【その他】

　

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

日本ミクロコーティング株式会社(E01218)

四半期報告書

31/34



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月12日

日本ミクロコーティング株式会社

取締役会　御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　三　　浦　　昭　　彦　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　南　　出　　浩　　一　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　島　　田　　剛　　維　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

ミクロコーティング株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１

日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ミクロコーティング株式会社及び連結子

会社の平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　
追記情報

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成22年１月18日開催の取締役会において、固定資

産の譲渡について決議している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月９日

日本ミクロコーティング株式会社

取締役会  御中

　

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    三  浦  昭  彦   印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    南  出  浩  一   印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    島  田  剛  維   印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

ミクロコーティング株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１

日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ミクロコーティング株式会社及び連結子

会社の平成22年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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